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研究要旨 
平成 30 年度における米国等の食品テロ対策に関する最新情報を収集し、体系的に位置づけた。FDA

の主な食品テロ対策の中で、特筆すべき新規の規制措置等としては、2011 年 1 月に成立した食品安全

強化法（FSMA）について、「食品への意図的な混入に対する緩和戦略」ガイダンス（全産業向け）が

公表されたことが挙げられる（2018 年６月）。 
また英国の食品防御対策については、ロンドン五輪において食品防御対策を担当した専門家・ジェ

ニー・モリス氏を日本に招聘し、ロンドン五輪の際の食品防御対策に関する講演及びヒアリングを行

った。オリンピック・パラリンピックにおける食品防御においては、初期の段階から計画し、明確かつ

分かり易い基準を設定し、モニタリングツールまでを含むべきであると考えられた。またケータリン

グ会社には詳細なガイダンスを与えなければ、求めている結果が出ないことがあり、良好なパートナ

ーシップを結ぶ必要がある。さらに、検査員や一時的なアルバイト・パート等のスタッフへの教育も必

須である。仮設施設での水の供給についても課題が多い。以上について、食品防御対策のガイドライン

にあたる PAS 96（2017）が参考になると考えられた。TACCP（脅威評価重要管理点：Threat Assess-
ment Critical Control Point）の適切な設定が必要と考えられた。 
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Morrjen Consulting Ltd. ジェニファー・
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A．研究目的 
米国において平成 30 年度に講じられた主

な食品テロ対策の最新情報を体系的に把握

すること、またロンドン五輪における食品防

御対策の実態を把握することを通じて、わが

国における食品テロ対策の検討を行ってい

く上での基礎的資料とすることを目的とす

る。 
 
 

B．研究方法 
米国については、FDA（Food and Drug Ad-

ministration）、USDA（United States Department 

of Agriculture）のウエブサイト等の公表情報

や研究班会議において収集された関連情報

に基づき、平成 30 年度に講じられた主な食

品テロ対策の最新情報を抽出し、その概要を

とりまとめた。 
英国については、ロンドン五輪において食

品防御対策を担当した専門家・ジェニー・モ

リス氏を日本に招聘し、ロンドン五輪の際の

食品防御対策に関する講演及びヒアリング

を行った。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究において、特定の研究対象者は存在

せず、倫理面への配慮は不要である。 
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C．研究成果 
１．米国について 

FDA において 2018 年３月から 2019 年２

月までの間に講じられた主な食品テロ対策

としては、平成 30 年（2018 年）６月に「食

品への意図的な混入に対する緩和戦略」ガイ

ダンス（全産業向け）が公表されたことが挙

げられる。 
 

１．１ 概要 
全産業向けに、「食品防御計画とは何か」、

「脆弱性評価による脆弱ポイントの特定の考

え方」、「緩和戦略とは何か」について、最終規

則に基づき概説されているほか、「緩和戦略の

管理の内容」の３つの管理要素である、「食品

防御モニタリング」、「食品防御対策の是正」、

「食品防御対策の検証」、のうち、「食品防御モ

ニタリング」についての詳細が更新された。

（下表参照） 
 

項目 内容 

食品防御モ

ニタリング 
食品防御モニタリングの目

的は、緩和戦略が意図したと

おりに機能しているかどう

か評価するため、計画された

一連の観察または測定をす

ることにある。 
緩和戦略の適切なモニタリ

ングのため、それらが実行さ

れる手順（頻度を含む）を文

書化しなければならない。 
食品防御モニタリングの手

続きで、緩和戦略が意図通り

機能しているかを評価でき

るのであれば、監視対象、監

視頻度、監視を行う者の決定

については施設の裁量に任

せられる。モニタリングを行

った場合は、記録は文書化さ

れなければならず、この記録

は食品防御検証の対象とな

る。 

食品防御対

策の是正 
この間更新なし 

項目 内容 

食品防御対

策の検証 
この間更新なし 

 
１．２ 事例集の充実 
具体的な脆弱性緩和政策の例示が事例集

として追記された。（下表参照） 
 

想定 
ステップ 

実行可能な緩和戦略 

事例１： 
液体原料

の貯蔵タ

ンク 

・液体原料貯蔵タンクのアク

セスハッチを施錠 
・鍵は管理事務所で保管され

る。現場管理者または食品

防御コーディネーター等権

限を有する者が正当な理由

がある場合のみ、鍵へのア

クセスが認められる。 
タンクのアクセスハッチがタ

ンク内の原料への無制限のア

クセスを提供し、意図的な食

品汚染の可能性につながる。

液体原料がタンクに入ってい

るときにハッチを開けること

に正当な必要性はないことか

ら、ハッチを施錠し、鍵へのア

クセスを制限することは、脆

弱性を大幅に緩和できる、簡

単でかつ費用対効果の高い方

法であると結論づけられる。 

事例２： 
多量の液

体原料の

受けとり 

ポンプホース端部にシールを

添付するという既存の対策が

脆弱性に対する緩和戦略とし

て有効であることから、食品

防御計画に文書化された。 
・多量の液体原料の授受に使

われるポンプホース端部は

キャップで保護される。 
・さらに上から不正開封防止

テープが貼られ保護され

る。 
・実効性確保のため、輸送用ホ

ースやポンプ装置の取り付

け担当作業員に荷下ろし作
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想定 
ステップ 

実行可能な緩和戦略 

業の監視責任を課してい

る。 

事例３： 
液体食料

貯蔵タン

ク 

液体食料貯蔵タンクは食料が

入れられると内部の液体成分

の圧力によりハッチが開くの

が妨げられタンクにアクセス

ができなくなるため脆弱性は

弱まる。しかし、空の場合はア

クセスが可能なため重大な脆

弱性が存在するため、特にタ

ンクが清掃され、長期間空の

状態ののちアクセス可能にな

った場合について、以下の緩

和戦略を適用する。 
・食料の配給直前の食料貯蔵

タンクは、品質管理者によ

りタンク内部の壁、床の目

視検査がなされる。 
・その際、紫外線ライト、高輝

度懐中電灯の使用により、

混入物や混入の痕跡がない

ことを確認する。 

事例４： 
食 品 の

Breading
（パン粉

を 付 け

る）、コー

ティング

段階 

食品の Breading、コーティン

グ段階では、担当者は食品へ

の物理的アクセスが可能とな

るため、内部攻撃者による重

大な脆弱性が存在する。この

ことの緩和戦略として、

Breading、コーティング段階

の食品に対し、許可された担

当者と監督者だけにアクセス

を限定するという緩和政策を

適用する。 
・許可された担当者、監督者に

は赤い帽子と識別バッチを

特別に付与し、工場内での

周知を図る 
・担当者として許可するにあ

たり以下の条件が設けら

                                                   
1 （出所）U.S. Department of Health and Human 
Services Food and Drug Administration Center 
for Food Safety and Applied Nutrition、“Mitiga-

想定 
ステップ 

実行可能な緩和戦略 

れ、許可された場合は４年

以上の期間のアクセスが可

能となる。 
→少なくとも 4 年以上の雇

用 
→「食品安全技術者レベル

３」の立場に達している

こと 
→勤務態度がよく懲戒処分

や職務遂行上の等が問題

ないこと 
→人事および安全保障上も

認められた労働者である

こと 

 
１．３ 緩和戦略の具体的事例 
緩和戦略の具体的事例として、粒なしピー

ナツバターの各製造工程での望ましい対応

をまとめている。（下記参照）1 

 

 
２．英国について 
２．１ 講演会の開催 

ジェニー・モリス氏は食品安全の専門家で

あり、UK の Chartered Institute of Envi-
ronmental Health に勤めていた研究者で、

ロンドンオリンピック・パラリンピックの食

品防御担当を務められていた。そのため、ロ

ンドンオリンピック・パラリンピックでの食

品防御プロジェクトで公にできない情報を

入手するため研究協力者として招聘した。な

tion Strategies to Protect Food Against Inten-
tional Adulteration: Guidance for Industry” 
June 2018. 
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お、同氏はその実績を評価され、大英帝国５

等勲爵士の称号を与えられている。以下に講

演会の概要をまとめる。 
ロンドン 2012 では、メインの取組は食品

安全とし、食品防御に取組を拡大する形をと

ったようである。ロンドン大会が開催決定の

2008 年に、有識者、政府、ビジネス等が集ま

ってどのように食品提供を行うべきかにつ

いて話し合い、英国の食品提供がどのような

形で可能か、英国内のケータリング会社・シ

ェフの数、外でのケータリング提供が可能な

会社がどのくらいあるか等のキャパシティ

調査等を事前に行った。この調査の意義とし

て、大会を持続可能なものにするという大き

なコンセプトがあったためであるとのこと

であった。そのコンセプトに基づき、ロンド

ン 2012 の FOOD VISION が誕生し、５つの

テーマがある中、一番重要視されたのが食品

安全である。高いレベルの食品安全を担保す

るため、高レベルの衛生と高レベルのトレー

サビリティをこの中で求めた。 
食品安全と衛生に関しては、当時の EU の

トレーサビリティのレベルがそこまで高く

なかったため、EU の基準、英国の国の基準

よりも高いレベルでの実施を行うこととし

た。これは、問題が発生した際にすぐにリコ

ール体制を敷くことができるようにするた

めであった。また、供給については、サステ

ナビリティ、アニマルウェルフェアの観点も

入っていた。FOOD VISION の環境マネジメ

ントには食品廃棄も含み、ロンドン 2012 の

レガシーを残すという意味も含め、将来的な

ケータリング会社や食品業界を担う人材へ

のスキルと教育・人材育成も含んでいた。 
オリンピック・パラリンピックはオリンピ

ックの方の比重が高く設定される傾向があ

るが、ロンドン 2012 では両者同等の措置を

とった。ロンドン 2012 は仮設会場がこれま

での大会の中で一番多い大会であった。仮設

が多いという点は食品安全・食品防御の観点

では多くの課題が生じ、全員が納得する妥協

点をどこに見出すのかが非常に困難であっ

たとのことだった。 
オリンピック・パラリンピックの運営は非

常に大規模となった。関係者は、初期は 200

人程度のスタッフであったものが、最終的に

はボランティア 6 万人を含む 20 万人規模に

まで拡大した。 
オリンピック・パラリンピックの会場には

東部ロンドンの埋立地に新規で建設したも

のもあるが、ほぼ既存の公園や競技場等の施

設を活用した一時的な仮設会場が多かった。 
新設した施設であるオリンピック・パーク

は、競技場と公園・広場が一体になっている

施設であり、バスケットボールや水泳の競技

場となったが、広さが 2.5km 四方とこれまで

の大会の中でも小さめであり、敷地の中で食

品提供のスペースを作ることが問題点であ

った。敷地内食品提供にあたって最も制限が

かけられたのが食品の保管所であった。保管

所がなかったため、毎日提供する食品を会場

に持ち込む必要があった。オリンピック・パ

ークの競技場は全てをセキュリティの枠で

囲っていくという形式をとったため、セキュ

リティという意味では食品防御の考え方を

サポートするが、逆に食品衛生という観点で

は、提供までに時間を要してしまうという点

でリスクとなった。 
特に、オリンピック・パーク内のサイクリ

ン グ の 競 技 に 活 用 し た 仮 設 施 設 の

Velodrome はでは、競技の特性上室温を平均

28 度以上に維持する必要があった。飲料につ

いては需要がかなりあったが、特に食品・サ

ンドイッチの提供については、サンドイッチ

の冷蔵庫が、客が自由に手に取ることができ

るオープンなものであり、特に庫内と外気と

の隔てをつくる対策を行っていなかったた

め、通常の提供状態では、提供のスピードへ

の問題はなかったものの、温度管理が間に合

わず、苦労されたとのことであった。 
アーチェリー競技には、既存のクリケット

グラウンドを活用し、そこで仮設の競技場を

用意した。イートン校の施設を利用した競技

場もあった。ビーチバレーの会場はダウニン

グストリートのある通りを活用した。観光地

として良いアピールになった一方で、場所柄、

首相官邸や国会議事堂等重要施設があると

いうことで高いセキュリティを敷く必要が

あった。そのため、食品提供においてガスを

使うケータリングがセキュリティ上爆弾と
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同等とみなされる等、問題が生じた。この会

場では妥協案を出し、食品提供の比重を下げ

ざるを得なかった。 
ロンドン以外の会場でも競技を開催し、国

全体で機運を高めた。フットボールはスコッ

トランドやウェールズの国立競技場、及びロ

ンドンのウェンブリースタジアムを使う等

行っていた。 
食品提供事業者の選定にあたっては、組織

委員会で設定した FOOD VISION に適合で

きる事業者を選定した。そのうえで、特に

2011 年から 2012 年については、テストイベ

ントをオリンピックが開催される会場で企

画し、自分たちが計画したオリンピックでの

食品提供システムが機能するかどうか、検証

のために試行してみるということを、本番ま

でに２回程度行っている。 
ケータリング会社の事業者は 15 社であっ

た。３箇所の選手村のうち、メインの１箇所

はオリンピック・パーク内に置かれた。選手

村は仮設であり、おおよそサッカー場４つ分

くらいの広さの、5,000 人が座れる広さがあ

るテントで食品提供がなされていた。キッチ

ンも、通常のものとユダヤ教用のコーシャー

キッチンの２種類を用意していた。 
ケータリング会社は、FOOD VISION に適

合できることと過去の実績を優先して選定

している。小規模なケータリング会社をでき

る限り採用することも当初計画されていた

が、小規模の会社には求めるシステムレベル

での提供については荷が重いことも多く、選

定されてもメインの大規模な提供をする必

要がある場所以外での提供を依頼した。 
FOOD VISION は概要のみの説明となり、

これだけでは小規模事業者の理解が難しか

ったため、ガイドラインの作成も行った。こ

のガイドラインには、具体的に契約者が遵守

する必要があることの記載を入れた。法律よ

りも高い基準を記載している。2012 年当時

EU のビジョンにはフードディフェンスの観

点は入っていなかったが、この中では記載し

ている。全スタッフ（パートも含め）には食

品衛生の教育コースを終了した認証（修了証）

を求めた。紙のチェックリスト上の安全性に

関する項目と実際の多人数をさばく上での

運用上の安全性を満たすることの両方が必

要であった。イベント開催中は現場のモニタ

リングも実施した。現場には必ず食品衛生の

担当者が常駐することを義務付けた。 
扱う食材の要件も、品質の高いもの、オー

ガニック、アニマルウェルフェア等記載に含

み、詳細な食品安全基準の導入を求めたため、

法律に近いものとなった。そのため、組織委

員会と LOCOG、国、自治体全ての合意調整

を運用に関して行っている。 
どのようなオリンピックでもハイレベル

アセスメントは実施される。まずはテロが考

えられるが、世界的にも、食品と水はそのテ

ロリスト等がテロに使用しうるものである

と捉えられるため、物流を効率的に高セキュ

リティの中で行っていくには、それなりの体

制が必要であった。それらの対策はセキュリ

ティ部門の仕事であったが、ロンドン 2012
のフードディフェンスは、食品提供部門とセ

キュリティ部門の連携を取って行った。 
ベンダーを選定する時点で BCP（事業継続

計画）を持っているかを確認し、全ての食品

を会場に入れる際にセキュリティ施設を通

るようにした。クロスドッキングシステムを

採用し、提供する全ての食品を１箇所に集め、

チェックした。クロスドッキングのチェック

を行う施設については、爆弾のチェック等で

毎度時間をかけていると、特に大きなユニッ

トで運ばれてくる食品等は時間がかかり、温

度管理上のリスクとなるため、温度管理に有

利なセンサーチェックを行うことが可能な

２箇所の施設の使用をベンダーに推奨した。

センサーチェックはチェックのスピードア

ップが可能であった。ただし、これらの施設

は、施設設備の先行投資分の回収費用として

利用料を利用するケータリング会社側で持

つ必要があり、特に小さな事業者にとってコ

ストを負担することが難しい場合も往々に

してあったため、リスクは多少高くなるもの

の、別のセキュリティチェック施設の使用を

可とする妥協案も提示している。 
ロンドン 2012 に関わる者全てに犯罪歴等

のスクリーニングもかけた。時間がかかるた

め、内務省も、国としてそれをチェックする

ために新たなシステムをインストールした。
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そこで何も問題がなければ、自分の管轄エリ

アに入れるパスを発行するような形で管理

した。勿論、何らかの形で犯罪者が入ってし

まうリスクもあるので、テロリストから何ら

かの声明が出た場合も想定し、警察と連携し、

全てのベンダーに対して訓練も行った。また、

汚染された食品が混入してしまった場合に

も備え、必要な試験・分析が速やかにできる

よう、専門的機関の協力も得、体制に備えて

いた。 
フードディフェンスのリスクマネジメン

トとして、ロンドン 2012 では汎用性のある

スタンダードである民間規格の PAS 96 の導

入も義務付けを行い、その導入支援も実施し

た。当時、コカ・コーラやマクドナルドのよ

うなグローバル企業でなければフードディ

フェンスのシステムの導入はなされていな

かった。英国の Center for Protection of the 
National Infrastructure（CPNI）という政府

組織 があり、一般的にはエネルギーや水等

のライフライン・インフラを扱っているが、

食品が物流も含めてテロへの脆弱性が強い

という認識のもと、英国農水省と BSI 等が作

成したものが民間規格 PAS 96 である。ガイ

ドラインには物流も含めて意図的な混入か

ら食品をどう守るかについて書かれている。

本規格の必要性は認識したが、リソースを割

くのが難しかったので、異なるタイプの事業

者を想定した机上でのリスクアセスメント

を組織委員会で行った。 
これに基づき、フードディフェンスに基づ

く様々な支援を組織委員会で行った。BCP 訓

練についても、特にリアクションに重点をお

いて実施している。 
ロンドン 2012 では 2010 年の PAS を採用

した。サプライチェーンの脆弱性については、

TACCP と HACCP を併用した。多くの事業

者にとって、この導入は新たな取組であった

ためコストが発生した。そのたびに契約変更

にくる事業者に対し、大量の事務手続きを行

う必要があった。 
PAS 96 は全ての驚異に対してアプローチ

をかけているものである。大きく３つに分か

れ、コンタミ、妨害行為、テロである。フー

ドディフェンスのアプローチとして、組織委

員会として、食品・飲料に関わる脅威を明確

化し、全ての契約者にリスク分析の文書提出

と食品防御計画の導入、全てのリスクの報告

義務を契約書内で課した。事業者によっては、

企業秘密・ノウハウと捉え、それに応じてく

れないところもあった。これらを義務化する

ことは、ビジネス上かなり困難を有するため

留意した上で進めていく必要がある。 
リスクトップアセスメントについては、ど

の分野の人たちがそのような対処が一番必

要なのかを特定するために、PAS 96 のリス

クの評価基準に準じ、ケータリング契約者の

リスクについてそれぞれ使用する施設ごと

に評価を行った。プロダクトの種類、幅、ト

レーサビリティ、サプライチェーンの複雑さ、

長さ、HACCP、TACCP のコントロールにつ

いて、準備・ロジのセキュリティ、施設のセ

キュリティについて考慮した。施設のセキュ

リティは、既存施設か仮設施設か、また運用

の仕方についても異なってくる。例えば、サ

ッカー会場等は平時もロンドン 2012 時も運

用に変更がなかったためリスクは高くなか

ったが、仮設で会場を立てた所等は、平時の

運用と異なる運用をせざるを得ないためリ

スクが高い。スタッフについても、新規のス

タッフが多い場合はリスクを高く評価した。

また、絡んでいるケータリング会社が多いほ

どリスクが高いと評価した。更に、食事提供

を VIP に行うか、選手に行うか、一般客に行

うかというどのような対象者に提供するか

も考慮の上評価を実施した。ロンドンの the 
Mall や St James Park とその周辺は宮殿や

首相官邸がある関係で、場所柄リスクを高く

評価することもあった。事業者の規模、オペ

レーションの日数も考慮対象であった。BCP
の導入具合、コミュニケーションの正確性・

迅速性も対象であった。 
オリンピックでは、普段と提供形態・中身

がスポンサーや VISION の関係で異なる。そ

こで問題が発生した。運用形態の変更や小規

模事業者の存在を考えると、全体的にオリン

ピックのリスクは低くないと考えた。公園等

のオープンエリアで行うような食品提供は、

管理することが難しかった。一方で、既存の

施設を既存の運用で使用できる施設に関し
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ては、リスクは高くないと判断している。小

規模事業者は、自分たちのキャパシティ以上

の提供が要求されるため、リスクを高く評価

している。実績がない、フードディフェンス

の導入が初めてである等も要因である。 
契約業者のモニタリングについては、ロン

ドン 2012 開催時に食品検査員を 100 人程度

ボランティアとして採用し、教育を行って監

視・検査に当たらせた。フードディフェンス

は計画段階で全て対応がなされており、開催

当日の現場では安全性の視点でモニタリン

グを行う体制を敷くことを基本とした。 
ガイドラインに沿ったチェックリストを

基にモニタリングを行った。開催時はサイト

毎・事業者毎に色分けで格付けを行っている。

検査員にはチェックリストを渡し、最低２回、

問題が発生した場合には更に回数を追加し

て検査を行った。格付けの赤・黄色・緑の色

分けで、赤がついたら営業停止である。ただ

し、その場での改善ができれば色を緑に戻す

ことも可能とした。その結果、ロンドン 2020
開催中には１回のみ赤色の営業停止が出た

が、24 時間以内に状況を改善し、提供を再開

できる状態になっている。検査項目で指摘さ

れた事業者が一番多かった項目が、温度管理

と個人個人の手洗いであった。手洗い場が仮

設のものとなるところも、手洗いへの意識や

やり方が徹底されていないところも問題で

あった。 
ロンドン 2012 での教訓として、以下を挙

げる。①食品安全計画は初期の段階から計画

し、明確なわかりやすい基準であるモニタリ

ングツールまで含むべきであること、②ケー

タリング会社には詳細なガイダンスを与え

なければ求めている結果が出ないこと、その

ためによいパートナーシップを結ぶ必要が

あること、③特に検査員や一時的なアルバイ

ト・パート等のスタッフへの教育が必須であ

ること、④仮設施設での水の供給については

特に課題が多いこと、等である。特に④は

CPNI でも非常に懸念していたとのことであ

った。 
ロンドン 2012 開催の際に取り入れた PAS 

96 (2010)が、PAS 96 (2017)として昨今の状

況を踏まえて改訂されている。リスクに基づ

くアプローチを、現状のテロ、食品偽装、サ

イバー犯罪等の昨今の変化に対応ができる

システムとなった点が大きな変更点である。 
TACCP（Threat Assessment Critical Con-

trol Point：脅威評価重要管理点）については、

具体的な脅威を明確にすること、起こりうる

可能性について検証を行うこと、優先順位を

つけること、対策案を検討すること、環境の

変化に対応できること、そういったシステム

があるかどうかが重要である。 
総括として、食品提供で事故が出なかった

というのは成功であったと言える。一方で、

食品の価格が非常に高かったこと、また無料

で提供した飲料に長蛇の列ができたことは

課題であった。ロンドン 2012 で初めて食品

の検査員が導入された。非常に大変な仕事で

あったが、その分得たものも大きかったとい

える。 
 

２．２ ヒアリングの実施 
２．２．１ 会期中のインシデント発生時の

対応体制について 
英国では、重大インシデントが発生した際

に、首相をはじめ、内閣一同が会して危機に

臨む通称 COBRA（内閣府のブリーフィング

ルーム A［Cabinet Office Briefing Room A］

で会議が行われるため、その頭文字を取った

略称）という会議体、および標準的な対応の

仕組みがあるとのことであった。COBRA が

発動された事例と言えば、南イングランドで

発生した毒物混入事件（ロシアの元スパイが

毒 殺 さ れ た 事 件 ） が あ り 、 DEFRA
（Department for Environment, Food & 
Rural Affairs；英国環境・食料・農村地域省）

や公衆衛生部門も危機管理に対応したとの

ことであった。 
オリンピックについては、殆どの大会にお

いてインシデント・コマンド・センターが存

在していたとのことであった。ロンドン・オ

リンピックで言えば、食品への毒物混入があ

った場合は、まずコマンド・センターに連絡

が入り、その後、インシデント・コマンド・

センターから自分（モリス氏）の部署と、公

衆衛生部門に連絡が入るシステムになって

おり、この対応手順についてはマニュアルが
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存在したとのことであった。クロスドッキン

グ施設を通過しない割合については６割と

のことであった。大規模事業者は全事業者こ

れを利用したとのことである。オリンピック

の経験がない小規模事業者は、会場持ち込み

の際に自分たちでチェックしきれなかった

チェック項目の確認をクロスドッキング施

設で受けなければならず、時間を要していた

とのことであった。 
 

２．２．２ クロスドッキング施設における

チェックについて 
全ての食品が調理済みで、会場では提供の

準備をするだけであったようである。工場で

準備され、チェックを完了したものは輸送車

に搬入され、クロスドッキング施設を利用す

るものはスキャナを通り、再び輸送車に搬入

され、安全性が認められた上でオリンピック

会場に向かうとのことであった。文書にリス

ト化された運転手が外部チェックを受け、中

身も安全であるという確認がなされる。サラ

ダもサンドイッチも冷凍食品も例外なく全

てが対象であるとのことであった。 
 
２．２．３ 仮設会場での食事提供の方法に

ついて 
モバイルベンダーは少なかったとのこと

であった。キッチンや冷蔵庫、流しが中に入

るような小さな小屋の形態が多かったよう

である。事前に、同様の形態でフードサービ

スを提供しているミュージック・フェスティ

バルやフラワーショーを参考にした。ロンド

ン・オリンピックの選手村では、組織委員会

が大型のテントを敷設し、その中に巨大なキ

ッチンを搬入して、３社のケータリング会社

がそれぞれの調理道具を持ちこむようにし

ていた。これを主にローカルプロバイダーが

活用していた。ビーチバレー会場は首相官邸

等の近くであったため、大型の発電機は規制

されたようである。また食事提供エリアを少

し遠いところに設置する等、妥協せざるを得

なかった。 
 
 

２．２．４ ケータラーに対するフードディ

フェンスに関するトレーニングに

ついて 
組織委員会は２日間の教育コースを設け、

そのうち１日はワークショップに費やされ、

そこではどれほどのリスクが存在するのか、

受講者から提出された書類のレビューを行

ったとのことであった。 
現在ではフードディフェンスの教育内容

も当時より進化している。米国の企業はより

サプライチェーンに重点を置いているが、サ

プライチェーンマネジメントはケータリン

グ業者に帰着するとのことであった。 
 

 
D．考察 

米国について、FDA の主な食品テロ対策の

中で特筆すべき新規の規制措置等としては、

2011 年１月に成立した食品安全強化法

（FSMA）について、「食品への意図的な混入

に対する緩和戦略」ガイダンス（全産業向け）

が公表されたことが挙げられる（2018 年６

月）。 
英国については、ロンドン五輪の際、検討

のワークショップで毎年多くのブラックメ

ールが発生し、事故が起きる可能性が高いこ

とが確認されたようである。その対策案の一

つとして、そこのサプライヤーからオリンピ

ックに食品提供が行われるという情報を従

業員も含め一切知らせないという対策をと

ったとのことだった。従業員も自分たちが作

ったサンドイッチはオリンピックに行くの

かどうかがわからない状態で作っていたと

のことである。そのため、管理組織は従業員

への情報共有は検討したほうが良いと思わ

れる。 
ドーピングは選手やコーチにとっては大

問題であり、サプライチェーンによりその問

題が生じる場合もあることに留意が必要で

あると考えられる。選手は自分でサーブする

が、輸入肉等、ステロイドの成分が入ってい

る肉を食べて検査で、ポジティブな反応が出

ることが予想されるので注意が必要と思わ

れる。一方で、サプライチェーンから外れる

選手同士での混入は Food Safety の範囲とし

ては入れることは適切でない。あくまでサプ
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ライチェーンの提供するところまでしか監

視できないと考えられる。 
ロンドン五輪の際は、オリンピックの会場

というよりはオリンピック会場の外で食べ

たときにそのような問題が起こりやすいと

考えられる。選手はそのリスクを心得ている

ので、自分の競技までは選手村で食事を取り、

終わってから外食を楽しむようであるとの

ことであった。ロンドン 2012 では、できる

限りイギリス国内の肉を使うようにしたと

のことであった。 
オリンピック・パラリンピック東京大会の

際は、モニタリングで混入を検討する必要が

あると考えられた。 
 
 

E．結論 
平成 30 年度における米国 FDA の食品テ

ロ対策の概要を整理するとともに、これを体

系的に整理した。FDA の主な食品テロ対策の

中で特筆すべき新規の規制措置等としては、

2011 年１月に成立した食品安全強化法

（FSMA）について、「食品への意図的な混入

に対する緩和戦略」ガイダンス（全産業向け）

が公表されたことが挙げられる（2018 年６

月）。 
また英国調査から得られた示唆としては、

オリンピック・パラリンピックの食品安全計

画は初期の段階から計画し、明確なわかりや

すい基準でありモニタリングツールまで含

むべきであるという点である。ケータリング

会社には詳細なガイダンスを与えなければ

求めている結果が出ないことがあり、良好な

パートナーシップを結ぶ必要がある。食品の

検査員や一時的なアルバイト・パート等のス

タッフへの教育が必須である。仮設施設での

水の供給については特に課題が多く、フード

ディフェンスにおいては重要なポイントで

ある。PAS 96 (2017)が参考になると考えら

れた。TACCP（Threat Assessment Critical 
Control Point：脅威評価重要管理点）の適切

な設定が必要と考えられた。 
 
 

F．研究発表 
１．論文発表 
なし 
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